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地元・埼玉からの参加者は9月３日時点で５３２人となりました。5日まで日報体制で参加確認を強め、800人の目標をやりあげ、「地域経済の振興、危機打開の運動」の跳躍台としようと奮闘しています。各民商が、「明日への展望が見出せる研究集会です。ぜひ参加を」と地方議員や金融機関の支店、他団体への訪問などこれまでにない取り組みもすすめられています。

記念講演、３つのパネル、15の分科会は、それぞれ、東日本大震災後の経済変化を踏まえ、そのなかでの中小企業者の役割と意義、方向性を考えるテーマ設定になっています。

がんばる元気と展望をつかむために一層の参加の呼びかけを強めましょう。


2000年代、新自由主義的諸改革によって、我が国では地域間格差と所得格差が拡大しました。相対的貧困率は先進国の中でもアメリカ（28位）に次いで高い。一方、国と地方の長期累積債務は増え続け、対GDP比にして約180％超にも達し、世界先進国の中で最も高い構造的な財政危機が続いています。こうした状況を背景に、2010年６月22日には、「地域主権戦略大綱」が閣議決定され、市町村合併を推進することを前提に道州制の導入、一括交付金の段階的導入などが盛り込まれました。

「ひもつき補助金」の一括交付金化については、地方の自由裁量を拡大するものとのふれこみですが、交付金が少額なうえ、補助金の整理如何によっては、国の財政責任の所在がさらに曖昧化し、ナショナル・ミニマムさえも保障されない可能性もあります。
道州制については、今後、道州制推進基本法案策定など動きが活発化していくことが予想されています。国による財政調整制度や財源保障機能を欠いたまま、効率性のみが追求されるとすれば、州間、州内の格差はさらに拡大することになります。

東日本大震災による未曾有の被害とその復興をめぐる問題、福島第1原発事故に伴う甚大な被害補償問題など新たな課題も山積しています。そこでこの分科会では、「分権改革」下での地方財政をめぐる構造的問題を整理し、「地域主権改革」と地方税財政のあり方について、具体的事例を基に基本的人権の保障という観点から掘り下げます。
□パネルＢ　岩手県葛巻町の農林環境エネルギー課長・荒谷　重さんが

「エネルギー自給の町づくり」について報告

葛巻町は「エネルギー自給の町づくり」として知られ、全国から視察が殺到しています。その葛巻からエネルギープロジェクトの中心を担う荒谷さんが、パネルＢで映像も交えわかりやすく葛巻の取り組みについて報告してくださいます。葛巻まで行かずして、葛巻の取り組みについてのポイントが学べます。
　➀「葛巻町畜産開発公社」（くずまき高原牧場）は酪農、ホテル、レストラン、牛乳工場、さらに居酒屋（盛岡）まで経営。②「くずまきワイン工場」は山ぶどうを使ったワイン、ジュースの製造、③ホテル「グリーンテージ」は交流・宿泊の拠点、この他に④「風力発電会社」（エコ・ワールドくずまき）、畜ふんバイオマス（写真右）、木質バイオマス、太陽光発電の普及など、町内にはクリーンエネルギーの施設・設備があふれています。クリーンエネルギー導入のきっかけから、将来構想まで報告して頂きます。
地元埼玉・参加８００人達成へ全力　

金融機関も「画期的な取り組み」｢必ず参加します｣の声
浦和民商は、８月２５日(木)に第２回実行委員会を開催し、参加者の分科会の確認や他団体、金融機関への呼びかけの強化などが検討されました。川口信用金庫・東浦和駅前支店、埼玉縣信用金庫・尾間木支店、青木信用金庫・浦和支店、川口信用金庫・浦和道場支店を訪問しました。対応したすべての行員は「必ず当行から参加させる」と約束しました。
所沢民商は、訪問先の金融機関で「商工会議所の会員さんも元気を失いつつある中、埼商連さんの取り組みは画期的なもの。民商さんも経営対策、指導に力を入れていることがわかりました。今後もタイアップできるといいですね」「埼商連さんの保証協会への申し入れは頼もしく思っています」など、好意的に受け入れられました。
埼玉東民商では、１１人の地方議員にもすでに申し入れを行い、参加確認をすすめて目標を超過達成しようと日々奮闘しています。
飯能民商は、８月３１日(水)に全国商工新聞の読者拡大をしながら、交流会のチラシを持って訪問。「全国規模で集会をやります。『明日への展望が見出せる集会』です。ぜひ、参加をして欲しい」と訴えています。

****************《参加申し込みについて》****************
１、日時・開催場所：第１日：９月17日（土）　12：30～　〔会場：埼玉会館　他〕
【全体会】問題提起・特別報告　基調講演：吉田敬一（駒澤大学教授）

【パネルディスカッション】　15：00~18：00

　　　Ａ「だれのための復興か―東日本大震災ビジョンを問う」

　　　Ｂ「脱原発、自然エネルギーで地域の再生へ―中小業者の役割発揮を」

　　　Ｃ「ＴＰＰと中小業者」

【参加者交流会】18：30～（ワシントンホテル）　参加費：５千円

第２日：９月18日（日）9：00~15：00：14分科会と移動分科会〔会場：埼玉会館他〕

２、参加費　　２日間：10,000円、学生・院生3,000円
問合せ・参加申込は民商・全商連まで。参加申込用紙・リーフレットをお送りします。参加費を添えて8月25日（木）までに実行委員会に申し込んでください。実行委員会事務局：全商連☎03-3987-4391（代）
宿泊希望は、勤労者レクリェーション協会へ☎03-3984-0401
　　☆コンテンツ☆


･第１２分科会


「地域主権改革」と地方税財政


・葛巻町から「エネルギー自給の町づくり」について荒谷課長が報告


・埼玉の取り組み紹介


金融機関も「必ず参加します」








【第１２分科会】「地域主権改革」と地方税財政


【助言者】　川瀬憲子さん（静岡大学教授）





第17回中小商工業全国交流・研究集会


住民・中小業者主体で持続可能な地域社会の構築を


－グローバル化新時代の課題－　




















